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 経営理念・経営方針
　当会は、宮崎県を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって、お互いに助け合い、お互
いに発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であ
るとともに、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。
　当会の資金は、その大半が県内のＪＡにお預けいただいた農家組合員および地域の皆さまの
大切な財産である貯金を源泉としております。当会では資金を必要とする農家組合員の皆さま
方や、ＪＡ・農業に関連する企業・団体および県内の地場企業や団体、地方公共団体などにも
ご利用いただいております。
　当会は農家組合員の皆さまの経済的・社会的地位の向上を目指し、ＪＡとの強い絆とネット
ワークを形成することによりＪＡ信用事業機能強化の支援を行うとともに、地域社会の一員と
して地域経済の持続的発展に努めております。
　また、金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった面も視野に入れ、広く地域
社会の活性化に積極的に取り組んでおります。
　そのなかで当会は、ＪＡ組合員等利用者基盤の維持・拡充を図りつつ、ＪＡバンクの一体的
な事業運営とＪＡバンク全体の安全性・効率性の確保に努め、ＪＡバンク自己改革を実践し
ていくため、令和４年度から令和６年度の中期経営計画を策定し、以下の基本方針のもとで、
組合員や地域の皆さまに信頼される経営かつ利用者主導のサービス提供を目指した業務運営を
行っております。

　１．組合員・利用者・地域になくてはならない存在であり続けるＪＡバンクの確立
　２．経営体質の強化・安定による収益確保と会員への還元機能発揮

● ＪＡグループ組織図

ＪＡバンクグループ 

組合員および地域の皆さま 

ＪＡ共済連

宮崎県本部

Ｊ Ａ（農業協同組合） 

農林中央金庫

ＪＡ宮崎信連

全 共 連 全 農 全 中

ＪＡ宮崎中央会ＪＡ宮崎経済連

信 用 事 業

貯    　金

貸  出  金 

為  替  他 

共 済 事 業

生 命 共 済

建物更生共済

自動車共済他

経 済 事 業

農業用生産資材

生 活 用 品

農畜産物販売他

指 導 事 業

営 農 指 導

農 政 活 動

教育指導他
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 主要勘定の状況
　� （単位：百万円）

令和5年9月末 令和5年3月末 令和4年9月末

貯　　　　　 金 674,235 679,553 679,383

貸　　 出　　 金 141,705 137,291 144,483

預　　 け　　 金 368,224 392,623 390,277

有　価　証　券 188,086 179,072 176,287

 損益の状況
　� （単位：百万円）

令和５年度半期 令和４年度半期 令和４年度

経   常   利   益 1,915 1,339 1,389

当 期 剰 余 金 1,476 1,113 1,340

 単体自己資本比率
　� （単位：百万円）

項　　　目 令和5年9月末 令和5年3月末 令和4年9月末

自 己 資 本 54,884 53,444 54,051

リスク・アセット等 300,332 298,212 299,898

自 己 資 本 比 率 18.27% 17.92% 18.02%
（注）�　金融庁・農林水産省告示第２号「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」に基づき算出

しております。
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 農協法及び金融再生法に基づく開示債権
　� （単位：百万円）

債　権　区　分 債　権　額
保　　全　　額

合　計 担　保 保　証 引　当
令和5年9月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 89 89 6 − 82

危 険 債 権 505 505 − − 505
要 管 理 債 権 − − − − −

三月以上延滞債権 − − − − −
貸出条件緩和債権 − − − − −

小　　　　計 594 594 6 − 587
正 常 債 権 145,006
合　　　　計 145,600

令和5年3月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 161 161 6 43 110

危 険 債 権 535 535 − − 535
要 管 理 債 権 − − − − −

三月以上延滞債権 − − − − −
貸出条件緩和債権 − − − − −

小　　　　計 696 696 6 43 645
正 常 債 権 140,258
合　　　　計 140,954

令和4年9月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 183 183 6 59 117

危 険 債 権 558 558 − − 558
要 管 理 債 権 − − − − −

三月以上延滞債権 − − − − −
貸出条件緩和債権 − − − − −

小　　　　計 741 741 6 59 675
正 常 債 権 147,487
合　　　　計 148,229

（注）１�．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　 　�　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
権およびこれらに準ずる債権をいいます。

　　  ２�．危険債権
　　 　�　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状

態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の
回収および利息の受取りができない可能性の高い債権を
いいます。

　　  ３�．要管理債権
　　 　�　農協法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸

出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいます。
　　  ４�．三月以上延滞債権
　　 　�　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以

上遅延している貸出金で、破産更生債権及びこれらに準
ずる債権および危険債権に該当しないものをいいます。

　　  ５�．貸出条件緩和債権
　　 　�　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、
破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権および
三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

正常債権
99.59%

破産更正債権及び
これらに準ずる債権

0.06%

危険債権
0.35%

総与信に占める各債権の割合（令和5年9月末）
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 有価証券等時価情報

【有価証券】 （単位：百万円）

区　　　 分 取得価額 時 価 差 額

令 和 5 年 9 月 末

売    買    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 27,295 25,326 △ 1,968

そ 　  の 　  他 165,124 160,791 △ 4,332

合 　 　 　 計 192,419 186,117 △ 6,301

令 和 5 年 3 月 末

売    買    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 25,294 23,634 △ 1,660

そ 　  の 　  他 156,633 153,777 △ 2,856

合 　 　 　 計 181,928 177,411 △ 4,516

令 和 4 年 9 月 末

売    買    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 24,794 23,224 △ 1,570

そ 　  の 　  他 154,708 151,492 △ 3,216

合 　 　 　 計 179,503 174,716 △ 4,786

（注）　有価証券の時価は、各基準日における市場価格等に基づいて算出しております。
　　�　取得価額は、売買目的有価証券については取得価額を、満期保有目的有価証券またはその他目的有価証
券については償却原価適用後、減損後の帳簿価額を記載しております。

【金銭の信託】 （単位：百万円）

区　　　 分 取得価額 時 価 差 額

令 和 5 年 9 月 末

運    用    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 − − −

そ 　  の 　  他 3,000 2,977 △ 22

合 　 　 　 計 3,000 2,977 △ 22

令 和 5 年 3 月 末

運    用    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 − − −

そ 　  の 　  他 2,000 1,974 △ 25

合 　 　 　 計 2,000 1,974 △ 25

令 和 4 年 9 月 末

運    用    目    的 − − −

満 期 保 有 目 的 − − −

そ 　  の 　  他 2,000 1,945 △ 54

合 　 　 　 計 2,000 1,945 △ 54

（注）　金銭の信託の時価は、各基準日における市場価格等に基づいて算出しております。
　　�　取得価額は、運用目的金銭の信託については取得価額を、満期保有目的金銭の信託またはその他目的金
銭の信託については償却原価適用後、減損後の帳簿価額を記載しております。
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 ＪＡグループ・ＪＡバンクシステム
　当会の貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯
金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られています。

● 「ＪＡバンクシステム」の仕組み
　　�　組合員・利用者の皆さまから一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編
強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関す
る法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中央金庫）総意のもと「ＪＡバンク
基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中央金庫が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡバン
クシステム」といいます。

　　�　「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、
スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目
指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。

● �「破綻未然防止システム」の機能
　　�　「破綻未然防止システム」

は、ＪＡバンクの健全性を
確保し、ＪＡ等の経営破綻
を未然に防止するための
ＪＡバンク独自の制度で
す。具体的には、（１）個々
のＪＡ等の経営状況につい
てチェック（モニタリング）
を行い、問題点を早期に発
見、（２）経営破綻に至ら
ないよう、早め早めに経営
改善等を実施、（３）全国
のＪＡバンクが拠出した
「ＪＡバンク支援基金」等
を活用し、個々のＪＡの経
営健全性維持のために必要
な資本注入などの支援を行
います。

● 「一体的な事業運営」の実施
　　�　良質で高度な金融サービスを提供するため、法令等を遵守したうえで、ＪＡバンクとし
て商品開発力・提案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランド
の確立等の一体的な事業運営の取組みをしています。

● 貯金保険制度
　　�　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合など
に、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資する
ことを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同
様な制度です。

・ＪＡ等の経営状況のモニタリング
・ＪＡ等に対する経営改善指導
・ＪＡバンク支援基金等による資本
　注入などのサポート等

・実質的に一つの金融機関として機能
　するような運営システムの確立
・共同運営システムの利用
・全国どこでも統一された良質で高度
　な金融サービスの提供

JAバンク基本方針

JAバンクシステム

組合員・利用者

行政

JA中央会

JAバンク
支援協会

系統債権管
理回収機構

JAバンク会員の
経営健全性確保

金融サービスの
提供の充実

JA
信連

（JAバンク
県本部）

貯金保険機構

農林中金
（JAバンク
中央本部）

破綻未然防止システム 一体的事業運営

農林中金への指導権限の付与など

協力・連携

連携

破綻時の支援

破綻未然防止
の支援

不良債権の
管理・回収

便利安心

再編強化法 ・・・（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）
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 社会的責任と貢献活動
　当会は、宮崎県を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって、お互いに助け合い、お互
いに発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であ
るとともに、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。
　当会は、農家組合員の皆さまの経済的・社会的地位の向上を目指し、ＪＡとの強い絆とネッ
トワークを形成することによりＪＡ信用事業機能強化の支援を行うとともに、地域社会の一員
として地域経済の持続的発展に努めております。
　また、資金供給や経営支援などの金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった
面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

■■ 農業・くらし・地域への貢献を目指した取組み ■■
　�　持続可能な農業の実現、豊かでくらしやすい地域社会の実現を目指し、ＪＡバンクならでは
の金融仲介機能の発揮に向けて、ＪＡおよび農林中央金庫と一体となり取り組んでおります。
　　①農業法人アプローチ先の訪問活動
　　　�　地域の中核的な担い手となる農業法人との関係構築・強化のため訪問活動を実施して

おります。
　　②ＪＡバンク利子補給事業
　　　�　ＪＡバンク利子補給事業の積極的な推進によって農業者の借入負担の軽減を図り、農

業経営の成長支援を実施しております。
　　③ＪＡバンク保証料助成事業
　　　�　農業近代化資金またはアグリマイティ資金の融資を受ける農業者が負担する保証料の

助成を実施しております。
　　④新型コロナウイルス感染症およびウクライナ情勢による影響を受けた農業者への支援等
　　　�　新型コロナウイルス感染症拡大およびウクライナ情勢に伴う原油価格・物価高騰によ

る影響を受けた農業者等の資金繰り支援のため創設された「新型コロナウイルス対策資
金」にかかる一部利子補給および保証料助成を実施しております。

　　⑤担い手コンサルティング
　　　�　担い手に対する事業性評価（財務分析等を通じた経営課題の見える化）を通じて、

ＪＡの信用事業と営農・経済事業等が連携し、総合事業体ならではの解決策の提案を行
う担い手コンサルティングに取り組んでおります。

　　⑥農業応援金融商品の企画・販売
　　　�　「食」と「農」を意識した金融商品の企画・販売を行うことで、県産農畜産物の消費

拡大を応援しています。
　　⑦食農教育応援事業
　　　�　県内の小学校へＪＡバンク補助教材「農業とわたしたちのくらし」を贈呈するほか、

各ＪＡが実施する食農教育（お米学習教室・農家のおじちゃんと語る会等）にかかる費
用の助成を実施しております。

■■ 農業・地域の成長支援にかかる取組み ■■
　�　多様化・高度化する大規模農業法人や担い手経営体
の所得向上を図るため、様々なニーズに直接対応し、
かつＪＡの取組みを積極的にサポートしております。
　�　また、ＪＡ・連合会・農林中央金庫等との連携により
農業法人との関係構築・強化に取り組んでおります。

6



■■ 地域からの資金調達の状況 ■■
�

地方公共団体等
7.71%

その他
1.83%

会員
90.46%

● 貯金残高� （単位：百万円）　 

預　り　先 残　　高

会 員 609,895

地方公共団体等 52,020

金 融 機 関 −

そ の 他 12,319

合　　計 674,235

● 貯金商品の販売
　　�　県下ＪＡでは、県下統一企画商品として、定期貯金「満開キャンペーン（退職金・年金コー
ス）」（令和5年3月〜5月）、懸賞付定期積金「たまルン♪ルン♪」（令和5年4月〜7月）、
定期貯金「サマーキャンペーン2023」（令和5年6月〜8月）、「冬の定期貯金キャンペー
ン2023」（令和5年10月〜令和6年1月）の各種キャンペーン商品を販売しました。

　

　　　※現行の金利とは異なる場合があります。

■■ 地域への資金供給の状況 ■■
�

金融機関
19.46%

会 員
9.01%

地方公共団体等
42.79%

その他
28.74%

● 貸出金残高� （単位：百万円）

貸　出　先 残　　高

会 　 員 12,773

地方公共団体等 60,628

金 融 機 関 27,574

そ の 他 40,730

合　　計 141,705

預り先別貯金残高の割合

貸出先別貸出金残高の割合
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● ローン商品の販売
　　�　県下ＪＡでは、県下統一のローン商品として、マイカーローン、教育ローン、住宅ロー
ン、リフォームローン、フリーローン等を通年商品として取り扱っております。また、
ネットローン取扱商品の拡充を図るなど、利便性の向上にも取り組んでおります。

　　※農業法人の皆さま向けにアグリプロモートローン「にないて」を準備いたしております。
　　※現行の金利とは異なる場合があります。

● 制度融資取扱状況� （単位：百万円）

制 度 資 金 名 制 度 資 金 の 概 要 残　　高

農 業 近 代 化 資 金
規模拡大や設備投資等に必要な資金の融通を目的とした
貸出金

2,353

合　　計 2,353

■■ お客さま本位の業務運営に関する取組方針 ■■
　�　当会は、宮崎県を事業区域として、県下ＪＡ等が会員となって、お互いに発展していくこ
とを共通の理念として運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であり、県下ＪＡの組
合員や地域の皆さまに信頼される経営かつお客さま主導のサービス提供を目指した業務運営
を行っております。
　�　当会は、県下ＪＡの信用事業を統括・指導する金融機関として、県下ＪＡのお客さまの安
定的な資産形成に貢献していくため、2017年3月に金融庁より公表された「顧客本位の業
務運営に関する原則」を採択し、本方針を制定・公表いたしました。
　�　今後も、県下ＪＡと連携してお客さま本位の業務運営に努めてまいります。

１．お客さまへの最適な商品提供
　（1�）県下ＪＡが、お客さまの多様なニーズに合った金融商品・サービスを提供できるよう支

援してまいります。また、県下ＪＡのお客さまの長期安定的な資産形成・運用に資する最
適な投資信託を提供することを目的に、県下ＪＡに対し厳選した「セレクトファンド」の
導入を推奨しております。なお、当会は、金融商品の組成には携わっておりません。【原則
2本文および（注）、原則3（注）、原則6本文および（注2、3）】

２．お客さま本位のご提案と情報提供
　（1�）県下ＪＡが、お客さまのご意向を確認し、お客さまの資産・負債の状況、取引経験、知

識及び取引目的・ニーズに加え、ライフプランなどについて深く理解したうえで、最適な
商品やサービスのご提案、情報提供を行うよう支援してまいります。【原則2本文および
（注）、原則5本文および（注1〜5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

　（2�）県下ＪＡが、お客さまに商品やサービスをご提案する場合は、お客さまの取引経験や金
融知識をはじめ商品のリスク特性等も考慮したうえで、明確、平易で、誤解を招くことの
ないように、誠実に情報提供を行えるよう支援してまいります。【原則4、原則5本文お
よび（注1〜5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】
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　（3�）県下ＪＡが、お客さまの投資判断に資するような重要情報や、お客さまが負担すること
となる手数料その他の費用の詳細について、より丁寧にわかりやすく提供できるよう支援
してまいります。【原則4、原則5本文および（注1〜5）、原則6本文および（注1、2、
4、5）】

３．利益相反の適切な管理
　（1�）県下ＪＡが、お客さまの商品選定や情報提供にあたり、お客さまの利益を不当に害する

ことがないように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理するよう支援してまいります。
【原則3本文および（注）】

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築
　（1�）県下ＪＡが、お客さまの最善の利益の追求を第一に考えて行動できるよう研修等を通じ

て適切な動機づけを行うとともに、お客さまの視点に立った業務運営ができるよう支援し
てまいります。【原則2本文および（注）、原則6（注5）、原則7本文および（注）】

　（※�）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」
（2021年 1月改訂）との対応を示しています。

■■ 地域密着型金融への取組み ■■
　（中小企業等の経営改善および地域の活性化のための取組みを含む）

● 農業者等の経営支援に関する取組方針および態勢整備
　　�　当会は、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする
地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を、「当会の最も重要な
役割のひとつ」として位置付け、当会の担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適切
な業務の遂行に向け、「金融円滑化にかかる基本方針」を定め、農業者等の経営支援に取
り組んでおります。

● 農業振興・地域活性化のための融資をはじめとする支援
　　�　ＪＡバンクとして、担い手ニーズや経営状況を踏まえ注力すべき層の絞込みや対応を図
るため、担い手金融リーダーを全ＪＡに設置し役割や機能を明確にするとともに、個々の
スキルアップを図っております。

　　�　また、担い手がメインバンクに求める金融機能を適時・的確に提供していくため、農業
法人向け資金「にないて」による支援や、農業者に対する貸出利子補給事業、保証料助成
事業等、農業法人向け資本供与としてアグリシードファンドの取扱い等に取り組んでおり
ます。

　　�　さらに、農業振興や環境保全等に資する大型設備投資事業に対して、他金融機関と協調
して融資を行うことにより、地域活性化への貢献に努めております。

● 営農サポート支援
　　�　組合員の所得向上を目指した支援施策の強化を図るとともに、ＪＡグループ宮崎に設置
された「農業振興連絡会議」に参画し、担い手の育成支援、組合員の所得アップ、営農基
盤の強化等に取り組んでおります。

● 直売所利用活性化への取組み
　　�　農業と地域・利用者をつなぐ金融サービスの提供、地域貢献を目的として、ＪＡ直売所
でのＪＡカード利用時に5％を割引く施策と併せ、エーコープ利用でのＪＡカード2％ポイ
ント還元施策も実施しております。

　　�　また、ご利用金額の10％相当のポイントを還元する期間限定キャンペーンを実施してお
ります。
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■■ 文化的・社会的貢献活動 ■■

● ＪＡバンク食農教育応援事業の展開
　　�　県下ＪＡは、農業に対する理解とファン作りを目的に、次世代を担
う子ども達を対象に「ＪＡバンク食農教育応援事業」として、次の事
業を行っております。

　　・�「教材本贈呈事業」は、小学校５年生を対象に、『農業とわたした
ちのくらし』の教材本を贈呈し、授業の中で利用することで、宮崎
の主要産業である農業と食の重要性の理解者を育てることを目的と
した事業です。

　　・�「教育活動助成事業」は、ＪＡが行う、子ども・小学生等を対象と
した農業体験学習や料理教室等の活動に対し助成を行うことで、子
どもの食への関心を高め、食の大切さ、食を支える農の役割などに
対する理解を深めることを目的とした事業です。

● 年金相談会の実施
　　�　ＪＡ利用者の相談ニーズに対応するため、県下ＪＡに社会保険労務士を派遣し、年金相
談会を実施しております。

● ラッピングカラーバスの運行
　　�　ＪＡバンクのイメージアップを目的に、ＪＡバンクイメージキャラクターを活用したカ
ラーバスを宮崎・都城・延岡の各市および近郊3路線で運行しております。

　　�　地域の皆さまに幸せが訪れるよう“見つけると幸運が訪れる"と言われる「四つ葉のク
ローバー」をモチーフにしております。

　　�　また、地域に寄り添い、宮崎の発展に貢献する「宮崎愛」を「ＬＯＶＥ」というワード
で表現し、ＪＡバンクの親しみやすさをＰＲしております。

ＪＡバンク宮崎フルラッピングバス

● 環境保全対策運動の実施
　　�　地球温暖化防止を目指し、古紙のリサイクル運動や省エネ運動を実施しており、エレ
ベーター使用自粛、冷暖房の適正利用等により、CO2削減を目指しております。

「教材本」
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● 宮日キッズサッカー大会の共催
　　�　宮崎県内の多くの幼児にサッカーをプレーしてもらうことで、その

楽しさや喜びを知ってもらい、あわせて親同士や子ども同士の親睦を

深め、地域を越えた交流を促進することを目的に、宮崎日日新聞社と

共同でサッカー大会を開催しております。

● ＭＲＴ HAPPY Smileキャンペーンへの協賛
　　�　新入学児童を対象に防犯ブザーを無償配布し、ラジオＣＭ・テレビＣＭやポスター

を通し、子どもたちの防犯対策と交通安全に対する注意喚起を行うことで、地域が一

体となって犯罪や交通事故から子どもたちを守る「MRT HAPPY Smileキャンペー

ン」に協賛しております。

● 「こどもお助け救急BOOK」への協賛
　　�　乳幼児の急病やケガの時、また災害の対処方法などに役立つ母親のための図書「こ

どもお助け救急BOOK  vol.12」の発刊に協賛しております。

● 宮崎県立芸術劇場主催の舞台「こどももおとなも劇場」への協賛
　　�　宮崎の未来ある子どもたちやそのご家族に、良質な生の演劇に触れて

いただく機会を拡げることを目的として実施される舞台「こどももおと

なも劇場」に協賛しております。

● ＡＥＤの設置
　　�　ＪＡビル内に、事故や病気で突然心臓が止まった人に電気ショックを与え正常な心臓の

動きを取り戻すための医療機器ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置し、万が一の救命処

置に対応できるよう備えております。

　　�　また、普通救命講習に参加してＡＥＤ、救命処置、応急手当等に必要な正しい知識や技

能を習得しております。

● 赤十字事業への協力
　　�　献血車をＪＡビルに定期的に受け入れるなど、日本赤十字社の献血に積極的に参加・

協力しております。

　　�　また、日本赤十字社が行う人道支援活動に対し、継続的な支援を行っております。

● グッドマナープロジェクト（地域貢献自治体連携サービス事業）への参加
　　�　愛犬家のマナーグッズ（犬のフン取り用ペーパースコップ）を地元自治体を通して地域

住民へ配布し、地域貢献活動を展開している「グッドマナープロジェクト」に参加してお

ります。
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 組織・機構
● 組織情報� （令和5年10月1日現在）

設立年月 職員数 出資金
昭和23年8月 106名 25,180百万円

● 店舗� （令和5年10月1日現在）

店舗名 所在地 代表電話番号
本　　　　　所 宮崎市霧島1丁目1番地1 （0985）31− 2062

● 協同会社� （令和5年10月1日現在）

名称 所在地 設立年月日 資本金 当会出資比率 業務内容

㈱九州地区農協
オンラインセンター

福岡市南区横手
2−13− 35

昭和52年10月1日 63億円 14.29%
九州地区の農協・
農協連合会業務の
電算機による処理

● 自動化機器の設置状況
ATM（現金自動預入・支払機）の設置台数� （令和5年10月1日現在）

区分 店舗内 店舗外

JA設置 79台 	 65	（6）台

信連設置 2台 	 1	（1）台

� （　）うち共同設置台数

● 特定信用事業代理業者の状況
　該当する取引はありません。

● 機構図� （令和5年10月1日現在）
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 ホームページのご案内
　当会の概要や経営・財務の状況をはじめ、ＪＡバンク宮崎の各種お知らせはインターネット
のホームページでご覧いただくことができますのでご利用ください。
　なお、当会の個人情報の利用目的、保有個人データに関する開示等手続き、共同利用に関す
る事項などにつきましても掲載しておりますので、ご参照ください。

令和5年12月発行

 宮崎県信用農業協同組合連合会
　　    管理部　企画管理課

〒880–8686  宮崎市霧島1丁目1番地1
TEL（0985）31–2064
FAX（0985）31–5006

Ⓒよりぞう
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ＪＡバンク宮崎ホームページ
　https://ja-bank.ja-miyazaki.jp/

ＪＡ宮崎信連ホームページ
　https://ja-bank.ja-miyazaki.jp/shinren/
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